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六
六

電
波
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
五
134

一

六
七

無
線
設
備
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

二
五
134

二

六
八

特
定
無
線
設
備
の
技
術
基
準

適
合
証
明
等
に
関
す
る
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
五
134

二

六
九

電
波
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

三
〇
138

二

七
〇

無
線
局
運
用
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

三
〇
138

二

七
一

無
線
設
備
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

三
〇
138

二

七
二

特
定
無
線
設
備
の
技
術
基
準

適
合
証
明
等
に
関
す
る
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
〇
138

三

七
三

無
線
局
免
許
手
続
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

三
〇
138

三

七
四

電
気
通
信
主
任
技
術
者
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

三
〇
138

四

七
五

工
事
担
任
者
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

三
〇
138

六

〇
総
務
省
、
外
務
省

一

在
外
選
挙
人
名
簿
の
登
録
申

請
に
関
す
る
領
事
官
の
管
轄

区
域
を
定
め
る
省
令
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
四
133

一

〇
総

務

省
、
財

務

省
、

文
部
科
学
省
、
厚
生
労
働
省
、

農
林
水
産
省
、
経
済
産
業
省
、

国
土
交
通
省
、
環

境

省

一

技
術
研
究
組
合
法
に
係
る
民

間
事
業
者
等
が
行
う
書
面
の

保
存
等
に
お
け
る
情
報
通
信

の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
法

律
施
行
規
則

二
二
129

四
五

二

技
術
研
究
組
合
法
施
行
規
則

二
二
129

四
六

〇
法

務

省

二
九

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定

法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

三
115

一

三
〇

刑
事
施
設
及
び
被
収
容
者
の

処
遇
に
関
す
る
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

四

二

三
一

電
子
公
告
に
関
す
る
登
記
事

項
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

一
九

八

三
二

法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
の

支
局
及
び
出
張
所
設
置
規
則

及
び
登
記
事
務
委
任
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
二

二

〇
法
務
省
、
経
済
産
業
省

一

許
可
割
賦
販
売
業
者
等
の
営

業
保
証
金
等
に
関
す
る
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
六
136

二

〇
財

務

省

三
八

財
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

一

二

三
九

債
権
管
理
事
務
取
扱
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

一

二

四
〇

株
式
会
社
日
本
政
策
投
資
銀

行
の
会
計
に
関
す
る
省
令
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
112

二

四
一

社
会
保
障
協
定
の
実
施
に
伴

う
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法

施
行
規
則
の
特
例
等
に
関
す

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

一
112

三

四
二

財
政
融
資
資
金
の
管
理
及
び

運
用
の
手
続
に
関
す
る
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

一
九
128

四

四
三

戦
没
者
等
の
遺
族
に
対
す
る

特
別
弔
慰
金
支
給
法
第
五
条

第
二
項
の
規
定
に
よ
り
発
行

す
る
国
債
の
発
行
交
付
等
に

関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

一
九
128

四

四
四

租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
二
129

六
四

四
五

財
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
四
132

J
K
P

四
六

法
人
税
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二
六
135

五
七

四
七

租
税
特
別
措
置
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
六
135

九
七

四
八

額
面
株
式
の
株
券
の
無
効
手

続
に
伴
い
作
成
す
る
株
券
に

係
る
印
紙
税
の
非
課
税
に
関

す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

二
六
135

九
九

四
九

財
務
省
組
織
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

二
六
135

九
九

五
〇

〃

三
〇
138

八

〇
財

務

省
、
文
部
科
学
省
、

厚
生
労
働
省
、
農
林
水
産
省
、

経
済
産
業
省
、
国
土
交
通
省

一

鉱
工
業
技
術
研
究
組
合
法
に

係
る
民
間
事
業
者
等
が
行
う

書
面
の
保
存
等
に
お
け
る
情

報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関

す
る
法
律
施
行
規
則
及
び
鉱

工
業
技
術
研
究
組
合
法
施
行

規
則
を
廃
止
す
る
省
令

二
二
129

六
四

〇
財
務
省
、
経
済
産
業
省

二

経
済
産
業
省
・
財
務
省
関
係

株
式
会
社
商
工
組
合
中
央
金

庫
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

一
九

八

三

独
立
行
政
法
人
中
小
企
業
基

盤
整
備
機
構
の
産
業
基
盤
整

備
業
務
に
係
る
業
務
運
営
、

財
務
及
び
会
計
に
関
す
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

二
二
129

六
四

〇
財
務
省
、
国
土
交
通
省

三

独
立
行
政
法
人
住
宅
金
融
支

援
機
構
の
業
務
運
営
並
び
に

財
務
及
び
会
計
に
関
す
る
省

令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

五

二

〇
文
部
科
学
省

二
六

社
会
保
障
協
定
の
実
施
に
伴

う
私
立
学
校
教
職
員
共
済
法

施
行
規
則
の
特
例
等
に
関
す

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

一

二

二
七

義
務
教
育
諸
学
校
等
の
施
設

費
の
国
庫
負
担
等
に
関
す
る

法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令

五

二

二
八

特
定
先
端
大
型
研
究
施
設
の

共
用
の
促
進
に
関
す
る
法
律

施
行
規
則
及
び
文
部
科
学
省

組
織
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

三
〇

二

〇
文
部
科
学
省
、
経
済
産
業
省

二

独
立
行
政
法
人
日
本
原
子
力

研
究
開
発
機
構
の
業
務
運
営

並
び
に
財
務
及
び
会
計
に
関

す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令

三
〇

二

〇
厚
生
労
働
省

一
一
五

中
国
残
留
邦
人
等
の
円
滑
な

帰
国
の
促
進
及
び
永
住
帰
国

後
の
自
立
の
支
援
に
関
す
る

法
律
施
行
規
則
等
の
一
部
を

改
正
す
る
省
令

一

二

一
一
六

厚
生
労
働
省
定
員
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

一
特11

一

一
一
七

予
防
接
種
実
施
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

二

一

一
一
八

厚
生
労
働
省
組
織
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

二

一

š
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